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1. 背景と目的 

 日本では、1990 年代以降環境問題や人口減少問題

といった将来の世代にも大きく関わる問題がクロー

ズアップされるようになり、「持続可能性」を志向す

ることが人々の豊かさに最もつながると考えられる

ようになった。それに伴い、日本の各地方自治体は持

続可能性を向上させるような政策の立案・実施を行

うことが必要となった。 

 しかし、持続可能性は経済指標として広く用いら

れている GDP の値で評価することはできない。そ

こで、持続可能性を正確に評価できる指標として提

唱されたのが「新国富指標(Inclusive Wealth Index: 

IWI)」である(馬奈木, 2018)。GDP がある一定期間

に生産された財・サービス（＝フロー）の価値を表す

のに対し、IWI はこれまでに蓄積されてきたインフ

ラ・人々の健康・自然など GDP では評価できないス

トックの金銭的価値を表すという違いがある。IWI

の値の増加はすなわち持続可能性の向上を意味する。

IWI は以下のように 3 つの資本により構成され、そ

の 総 和 が 新 国 富 (Inclusive Wealth: IW) で あ る

(IW=PC+HC+NC)。 

 

表 1.1 新国富指標(IWI)を構成する 3 つの資本 

 

自治体の政策と IWI に関する既存研究の１つ

に、”Inclusive wealth of regions: the case of Japan” 

(Shinya Ikeda et al. 2017)がある。この研究では、ま

ず 47 都道府県それぞれの IWI の経年変化を分析し

た結果、PC は増加しているが HC は減少しているこ

とが分かった。さらに、陸前高田市に防潮堤を建設す

る場合と建設しない場合に、陸前高田市の IWI の値

がどう変化するかを分析した結果、建設する場合の

方が IWI の値が大きくなることが分かった。 

本研究では分析対象を日本全国の「市」とし、市の

政策決定で重要な要素である「予算（歳出）」の内訳

とそれぞれの市の IWI の変化との関係を示すモデル

式を構築することで、市の持続可能な発展のための

政策決定に寄与することを目的とする。さらに、実際

にそのモデル式を用いて、山口県防府市の持続可能

な発展のために行っていくべき政策を提案する。 

 

2. 内容 

2.1. データ 

 本研究で用いたデータは大きく分けて 2 種類ある。 

 １つ目は、全国の各市町村の市全体及び 1 人当た

りの IW、PC、HC、NC のデータ(2010 年と 2015 年

の 2 年分)である。これは、九州大学都市・交通工学

研究室が計算したものである。本研究では 2010 年 4

月時点で存在していた全国の 785 の市を対象とする

ため、該当する市のデータのみを抽出した。 

 用いた 2 つ目のデータは、政府統計の総合窓口「e-

Stat」より入手した 785 の市の財政や人口に関する

データである。具体的には、以下の通りである。 

・2010 年度～2014 年度の 5 年間の各年度の歳出総

額とその内訳（総務費、民生費、土木費、教育費、公

債費など。以下「各費用」と記す）のデータ 

・2010 年と 2015 年の人口と面積のデータ 

さらに、それぞれの市について上記のデータを用

い て 、 歳 出 総 額 に 占 め る 各 費 用 の 割 合 の 平 均

(2010~2014 の 5 年間)のデータを作成した。 

 

2.2. 分析手法 

それぞれの市の歳出の内訳の違いが、1 人当たりの

IW、PC、HC、NC の変化量に影響を与えるのでは

ないかと考え、以下の線形のモデル式(1)を仮定した。

使用した説明変数及び被説明変数の詳細は表 2.1 に

示している。さらに、モデル式(1)の回帰係数を重回

帰分析によって推定した。 

1 人工資本(Produced 

Capital: PC) 

公共インフラ、住宅、工場・機

械などの金銭的価値 

2 人 的 資 本 (Human 

Capital: HC) 

人々の健康、教育の金銭的価値 

3 自 然 資 本 (Natural 

Capital: NC) 

森林、農地、漁業資源、鉱産資

源などの金銭的価値 
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表 2.1 モデル式(1)で用いる変数の内容と単位 

  

2.3. 分析結果と考察 

モデル式(1)の回帰係数を推定した結果を以下の

表 2.2 に示す。「1 人当たりの HC の変化」を除いて

1%または 5%の有意水準で有意である回帰係数が多

かった。しかし、有意である回帰係数を見ると定数項

を除いてすべて負の値であることが分かる。これは、

例えば土木費の割合を1%上げると、1人当たりのPC

が 5 年間で約 3.6 万円下がるということになり、「土

木費を増やしたら、インフラがさらに整備され人工

資本が増加する」という我々のイメージと矛盾して

いる。 

こうした矛盾の原因の１つとして、モデル式(1)が

政策を実施してからその効果が現れるまでの期間

（外部ラグ）を考慮していないことが考えられる。ま

た、IWI に影響を与えている要因が歳出の内訳とは

別に存在し、その影響が強いために回帰係数を上手

く推定できなかった可能性もある。 

表 2.2 モデル式(1)の回帰係数の推定結果 

 

3. おわりに 

 本研究では、それぞれの市の歳出の内訳と IW、PC、

HC、NC の変化量の関係性を示すモデル式の構築を

試みた。しかし、現段階では正確なモデル式の構築に

は至っていない。今後は、2.3 に記した矛盾の原因を

詳細に調べるとともに、外部ラグを考慮するなどし

て、正確なモデル式の構築のための分析を進めてい

く。 

 モデル式の構築が完了したら、IWI を活用したま

ちづくりに積極的な山口県防府市の持続可能な発展

のために必要な政策を提案する。具体的には、まずモ

デル式の被説明変数を最大にするような説明変数の

組み合わせ（歳出の内訳）を、線形計画法等を用いて

求める。その後、求めた歳出の内訳と現在防府市が作

成している「第五次防府市総合計画」で挙げられてい

る政策を照らし合わせながら、優先的に行っていく

べき政策を提案しようと考えている。 
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説明変数 1 人当たり

の IW の変

化 

1 人当たり

の PC の変

化 

1 人当た

りの HC

の変化 

1 人当たり

の NC の変

化 

総 務 費 の

割合 

-0.0396** -0.00472 0.00195 -0.0368*** 

民 生 費 の

割合 

-0.104*** -0.0696*** -0.00914 -0.0255*** 

土 木 費 の

割合 

-0.0963*** -0.0359*** -0.0168* -0.0436*** 

教 育 費 の

割合 

-0.120*** -0.0718*** 0.00166 -0.0504*** 

公 債 費 の

割合 

-0.0714*** -0.0752*** -0.00307 0.00677 

定数項 8.132*** 5.377*** 0.351 2.403*** 

観測数 785 785 785 785 

決定係数 0.158 0.199 0.009 0.086 

*** :1%, ** :5%, * :10%有意水準で有意 

変数 内容 単位 

∆𝑰𝑾𝒑𝒆𝒓 1 人当たりの IW の変化（2015 年の 1 人当

たりの IW-2010 年の 1 人当たりの IW） 

百万円 

∆𝑷𝑪𝒑𝒆𝒓 1 人当たりの PC の変化（2015 年の 1 人当

たりの PC-2010 年の 1 人当たりの PC） 

百万円 

∆𝑯𝑪𝒑𝒆𝒓 1 人当たりの HC の変化（2015 年の 1 人当

たりの HC-2010 年の 1 人当たりの HC） 

百万円 

∆𝑵𝑪𝒑𝒆𝒓 1 人当たりの NC の変化（2015 年の 1 人当

たりの NC-2010 年の 1 人当たりの NC） 

百万円 

𝑿𝟏 歳出に占める総務費の割合 （2010 年度予算

～2014 年度予算の平均） 

% 

𝑿𝟐 歳出に占める民生費の割合 （2010 年度予算

～2014 年度予算の平均） 

% 

𝑿𝟑 歳出に占める土木費の割合 （2010 年度予算

～2014 年度予算の平均） 

% 

𝑿𝟒 歳出に占める教育費の割合 （2010 年度予算

～2014 年度予算の平均） 

% 

𝑿𝟓 歳出に占める公債費の割合 （2010 年度予算

～2014 年度予算の平均） 

% 
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